
平成 31 年 2 月

平成 30 年度 平成 40 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（全部適用）

有田町下水道事業経営戦略

平成15年度（15年）

有田町

特定地域生活排水処理事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

0.6275人/ha

なし

なし

処 理 区 数 31地区（西地区24地区、東地区一部7地区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

平成15年度より農業集落排水事業区域と公共下水道事業区域を除く区域で事業をしています。また浄化槽を各戸に設
置しておりまた事業途中であるため、統廃合や広域化等は検討していない。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に
基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指
す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の
統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。



② 使　用　料

基本料金
超過料金

（税抜）
基本料金
超過料金

（税抜）
基本料金
超過料金

（税抜）

3,456円　税込 3,726 円　税込

3,456円　税込 3,733 円　税込

3,456円　税込 3,732 円　税込

③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

：　1,700円
：　1㎥あたり150円
：　1㎥あたり170円
：　1㎥あたり200円
：　1㎥あたり230円

10㎥まで
11㎥～20㎥
21㎥～50㎥
51㎥～100㎥
101㎥～

：　1,700円
：　1㎥あたり150円
：　1㎥あたり170円
：　1㎥あたり200円
：　1㎥あたり230円

10㎥まで
11㎥～20㎥
21㎥～50㎥
51㎥～100㎥
101㎥～

：　1,700円
：　1㎥あたり150円
：　1㎥あたり170円
：　1㎥あたり200円
：　1㎥あたり230円

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　現在は事業途中であるため指定管理者制度については未定ですが、現在の民
間委託を継続していき、他事業と合わせながら検討を行いたいと考えています。

　現在活用している委託を継続していき、他事業と合わせて検討を行う予定です。

 イ　指定管理者制度

　ブロア定期交換、汚泥抜取、浄化槽清掃、保守点検の維持管理はすべて民間
業者に委託しています。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成２９年度 平成２９年度

平成３０年度 平成３０年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

10㎥まで
11㎥～20㎥
21㎥～50㎥
51㎥～100㎥
101㎥～

職 員 数
　平成30年度現在、上下水道課は水道事業、公共下水道事業、浄化槽事業、農業集落排水事業の事業がありまとめて14人で、
臨時や嘱託は契約していません。職員給与の予算措置については、水道事業会計に７人、公共下水道会計に４人、浄化槽事業
会計に２人、農業集落排水事業会計に１人を置いています。

　浄化槽事業は工務１人事務1人の2人で運営をしており、維持管理等は業者に委託し、料金収納は水道会計の職員が
行っております。

　なし

　今後も起債の借入を行っており今後起債の元利償還金が増額になる見込のた
め、現在は検討を行っていない。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２８年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２８年度



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

・財源の目標に関する事項
　人口が年々減少していく中で維持管理費が年々増加しており料金収入だけで賄うことは厳しく一般会計からの繰入を行っています。しかし繰入額を減らす
べく確実に料金を収入するよう努めます。

・使用料収入の見通し
　人口減少に伴い使用料は減少すると見込んでいるが、接続促進を図り少しでも増加するよう努めます。また料金回収率を高めるためにも当町の他事業と
合わせて料金改定を検討していきます。

・企業債に関する事項
　補助事業を行う間は起債の借入を行う予定です。

・繰入金に関する事項
　繰入については、基準内繰入と基準外繰入を行っております。基準内繰入は減価償却費から長期前受金を引いた額と起債利子償還の合算金額、基準
外繰入は収益的収支の赤字補填として繰入を行っています。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付する
こと。

　平成29年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、当町の経年比較や他の類似団体との比較、複数指標を組み合わせた分析を行
い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能になります。

・投資
　補助事業については、平成34年度に完了予定です。事業完了までは起債の借入及び国庫補助金の収入があります。県交付金については、平成29年度
実施分まで交付されていましたが、平成30年度以降は、未定。

　・計画的な事業
　　平成15年より事業を開始し設置世帯が増加したため最近の年間設置基数は減少しています。設置が完了した時点から下水道料金の請求を行い維持管
理を町で行っておりますが、維持管理件数及び金額の増加に伴い料金収入で賄うことは厳しくなってきています。適切な事業計画や収支計画を基に健全
な運営に努めてまいります。また、有田町上下水道課にある４事業は全法適用となっており収支状況を的確にまた透明性を高めて経営を行うように努めてい
きます。

　・効率的な事業
　　よりよい経営にするためにも業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組みます。今まで維持管理等を民間委託の活用しており業務の効率を高め、包括
的民間委託等を検討していきたいと考えています。

　・水洗化の促進
　　豊かな自然の汚染の防止、水質保全のため毎年汚水処理ニュースやチラシの配布や説明会の開催を通して下水道未接続者へ周知に努めています。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成29年度決算）
佐賀県　有田町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

65.85 308.82 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K3 非設置 20,336

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 45.08 19.22 100.00 3,456 3,878 60.71 63.88 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率が100％超及び累積欠損金比率が0％
である。しかし、経費回収率が100％を下回ってお
り、使用料で賄うことが出来ておらず、一般会計繰
入金に頼っている状況となっている。経費回収率を
上げるためにも、下水道料金改定が必要だが、まだ
建設途中であること、下水3事業を統一的に見直す
必要があることを踏まえ、今後改定を検討してい
く。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　耐用年数を超えた資産はないため、有形固定資産
減価償却率は100％未満となっているが、今後、更
新時期を迎えた資産の更新に向け投資費用を賄える
よう、効率的な経営を行う。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　経営状況の透明化や明確化を図るため、平成15年
度より地方公営企業法適用企業として経営を行って
いる。
　浄化槽の設置基数の増加に伴い維持管理費の増加
が見られ、料金収入以外の収入として一般会計繰入
金に頼っている。その解消に料金改定を検討しない
といけないが、他事業と合わせて検討、住民への理
解を要する。
　人口減少が見られ当町一般会計の経営も苦しい
中、一般会計に頼ることが厳しくなっていくため、
料金改定を検討し、健全な運営を行えるよう努め
る。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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①経常収支比率(％)

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 76.07 91.10 124.89 129.73 123.58

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 1,159.10 387.99 660.80 639.71 381.97

平均値 377.59 247.48 221.76 180.07 172.39

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 192.31 207.06 221.50

平均値 446.63 416.91 392.19 413.50 407.42

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 68.06 59.70 58.67 55.96 56.65

平均値 58.53 57.93 57.03 55.84 57.08

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 251.85 288.31 292.29 308.25 305.09

平均値 266.57 276.93 283.73 287.57 286.86

54.00

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 62.62 60.34 59.48 59.83 58.18

平均値 58.06 59.08 58.25 61.55 57.22

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 75.79 77.12 68.15 67.49 67.29

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【89.83】 【148.12】 【133.07】 【329.28】

【76.98】【59.35】【269.12】【60.55】

【16.89】 【-】 【-】



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
　補助事業が完了するまでは、事業費は工事分担金と国庫補助金で賄いますが、不足分は
単独費で賄います。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、
赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、
その
内容等を記載すること。

・民間の活力の活用に関する事項
　現在、維持管理の委託のみで包括的民間委託やPPP、PFI等の民間委託については活用しておらず、効率化や経費削減に繋がるかなどを含め検討して
いきたい。

・職員給与費に関する事項
　予算ベースで計上しており、昇級や異動で変動していく見込です。

・修繕費に関する事項
 　設置より年数が経過している浄化槽の増加が見込まれるため年々増加の見込です。

・委託料に関する事項
　委託料に関しては、全て単価契約のため設置基数の増加に比例して委託料も増加の見込です。

　減債基金の積立や定期預金の継続をしております。

　現在繰入を行わないと経営が厳しい状況なので、料金改定を検討していきたいと考えている
が、当町は下水が3事業あるため単価を揃える必要があり協議や委員会設立、町民への説
明、ご理解等を要するため課内で検討をしていきます。

使用料の見直しに関する事項

　補助事業を行っている間は起債の借入を行います。平成40年度から平成45年度が起債償
還額のピークを迎えるため財源確保に努めます。

　現在活用している維持管理等の委託を活用していき、上下水道課内の他事業と合わせて検
討を行う予定です。

　補助事業は平成34年度で完了する予定です。国の動向を注視しながら検討していきます。

　現在補助事業を行っているため広域化や共同化、最適化は検討していませんが、今後維持
管理費等の増加で経営が厳しくなることも懸念し補助事業完了後に検討を行います。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在活用している維持管理等の委託を継続していき、上下水道課内の他事業と合わせ検討
を行う予定です。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　上下水道課内の他事業と合わせて、見直しを行いPDCAサイクルを回して本経営戦略の事後検証、更
新を行う予定です。

職員給与費に関する事項 　人事異動や昇級等で増加する可能性があるため経費削減に努めます。

動力費に関する事項 　なし

修繕費に関する事項 　経年劣化等で修繕が増えているため、財源確保を含め修繕等を検討していきます。

委託費に関する事項 　現在の維持管理等の委託費を継続していき、経費削減や効率化に努めます。

その他の取組
　水洗化促進のため、汚水処理ニュースの全戸配布や説明会の実施等を行っており、今後も
続ける予定です。また新しい方法での促進ができないか検討を行います。

薬品費に関する事項 　維持管理費の中に薬品を含めているため、業者と協議等を行い経費削減に努めます。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 70,557 71,601 72,436 73,885 75,362 76,870 78,407 79,975 81,575 83,206 84,870 86,568 88,299
(1) 70,557 71,601 72,436 73,885 75,362 76,870 78,407 79,975 81,575 83,206 84,870 86,568 88,299
(2) (B)
(3)
２． 144,859 151,342 152,147 161,685 165,272 169,326 173,471 178,032 178,617 179,478 180,640 182,130 183,980
(1) 107,500 112,245 112,647 121,905 125,098 128,755 132,498 136,653 136,828 137,275 138,019 139,087 140,511

107,500 112,245 112,647 121,905 125,098 128,755 132,498 136,653 136,828 137,275 138,019 139,087 140,511

(2) 36,906 38,625 38,990 39,380 39,774 40,171 40,573 40,979 41,389 41,803 42,221 42,643 43,069
(3) 453 472 510 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400

(C) 215,416 222,943 224,583 235,570 240,634 246,196 251,878 258,007 260,191 262,684 265,510 268,698 272,279
１． 194,742 196,455 206,920 218,018 223,910 230,258 236,687 243,525 246,384 249,516 252,951 256,717 260,847
(1) 13,944 11,285 11,007 12,100 12,432 12,867 13,004 13,145 13,287 13,433 13,582 13,733 13,888

7,862 6,190 6,471 6,600 6,732 6,867 7,004 7,145 7,287 7,433 7,582 7,733 7,888

6,082 5,095 4,536 5,500 5,700 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
(2) 109,750 112,163 119,916 123,547 125,402 127,442 129,686 132,155 134,870 137,857 141,143 144,757 148,733

15,111 14,421 16,861 18,547 20,402 22,442 24,686 27,155 29,870 32,857 36,143 39,757 43,733

94,639 97,742 103,055 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000
(3) 71,048 73,007 75,997 82,370 86,076 89,949 93,996 98,226 98,226 98,226 98,226 98,226 98,226
２． 20,212 20,361 17,434 17,052 16,224 15,438 14,691 13,982 13,308 12,667 12,059 11,481 10,932
(1) 17,813 17,418 17,423 16,552 15,724 14,938 14,191 13,482 12,808 12,167 11,559 10,981 10,432
(2) 2,399 2,943 11 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(D) 214,954 216,816 224,354 235,069 240,134 245,696 251,378 257,507 259,691 262,184 265,010 268,198 271,779
(E) 462 6,127 229 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500
(F) 93 627
(G) 103 94 50
(H) △ 10 533 △ 50

452 6,660 179 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500
(I)
(J) 196,601 196,090 201,918

31,700 24,529 7,999
(K) 60,155 30,652 36,635 33,809 36,374 40,235 42,377 44,959 47,594 50,284 53,029 56,026 58,827

30,958 29,622 33,809 33,809 36,374 40,235 42,377 44,959 47,594 50,284 53,029 56,026 58,827

27,204 187 1,835
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 70,557 71,601 72,436 73,885 75,362 76,870 78,407 79,975 81,575 83,206 84,870 86,568 88,299

(N)

(O)

(P)

平成40年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

平成31年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 29,500 43,900 39,800 57,400 57,400 57,400 57,400

２．

３．

４．

５．

６． 28,517 30,865 29,024 23,912 28,090 28,090 28,090

７．

８． 6,385 11,761 8,701 13,357 13,357 13,357 13,357

９．

(A) 64,402 86,526 77,525 94,669 98,847 98,847 98,847

(B)

(C) 64,402 86,526 77,525 94,669 98,847 98,847 98,847

１． 60,586 92,193 87,000 100,150 100,150 100,150 100,150

２． 30,958 29,622 33,809 33,809 36,374 40,235 42,377 44,959 47,594 50,284 53,029 56,026 58,827

３．

４．

５． 14,618 5,843 8,300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

(D) 106,162 127,658 129,109 134,259 136,824 140,685 142,827 45,259 47,894 50,584 53,329 56,326 59,127

(E) 41,760 41,132 51,584 39,590 37,977 41,838 43,980 45,259 47,894 50,584 53,329 56,326 59,127

１． 38,796 37,047 47,345 34,932 33,629 37,490 39,632 45,259 47,894 50,584 53,329 56,326 59,127

２．

３．

４． 2,964 4,085 4,239 4,658 4,348 4,348 4,348

(F) 41,760 41,132 51,584 39,590 37,977 41,838 43,980 45,259 47,894 50,584 53,329 56,326 59,127

(G)

(H) 1,006,286 1,020,564 1,029,405 1,052,996 1,074,022 1,091,187 1,106,210 1,061,251 1,013,657 963,373 910,344 854,318 795,491

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

107,500 112,245 112,647 121,905 125,098 128,755 132,498 136,653 136,828 137,275 138,019 139,087 140,511

51,955 51,800 51,955 51,800 54,430 59,542 62,027 64,716 67,614 70,729 69,645 68,591 67,564

55,545 60,445 60,692 70,105 70,668 69,213 70,471 71,937 69,214 66,546 68,374 70,496 72,947

107,500 112,245 112,647 121,905 125,098 128,755 132,498 136,653 136,828 137,275 138,019 139,087 140,511

平成40年度

平成40年度平成39年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成35年度 平成36年度 平成37年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成32年度 平成33年度 平成34年度平成31年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成38年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

他 会 計 負 担 金

平成39年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度


